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1 家計消費の経済分析の対象

家計消費に関する経済分析の出発点は、一日における自分の選択に関して

考えることである。晴れていればジョギングを行うかもしれないし、ギリギ

リまで寝ているかもしれない。これは、自分の体力温存、すなわち休息とい

う形の余暇と、心身の健康という人的資本の一種の蓄積に関するトレードオ

フである。朝食をとる際、棚や冷蔵庫から食材を取り出し、朝食を作るなり、

すでに加工されているものを食することになるが、何をどの程度食べるかは、

朝食から得られる効用 (美味しい食事)および医学的栄養摂取に必要な時間・
労力、および金銭的費用の間の選択となる。家族のために食事を作る場合は、

家庭内の資源配分、すなわち家庭内でどのように必要な労力および便益を配

分するか、に関する集合医的意思決定の結果である。朝食後、出勤する場合

の多くは、当日において選択の余地が少ないケースがほとんどであろうが、

例えば、10年後の自分の労働環境に関しては、自分である程度の選択する余
地があるだろう。出勤する場合は、職場で食事をとるか否か、退社後、どこ

かに遊びに行くか、何時に自宅に戻るか、自宅に戻った後の時間をどのよう

に過ごすか、入浴にどの程度の時間をかけるか、等など。私達の一日の間に、

多くの選択がなされている。そして、今日、家計消費分析とされる研究分野

は、上記の選択のほとんどを研究対象としている。より厳密には、労働経済

学や医療経済学の範疇と被ることになるが、家計消費は医療や労働と分離す

ることはできないものであり、労働を、余暇と消費選択の問題と考えるなら

ば、労働供給に関する労働経済学の諸側面は、家計消費分析の対象となる。

研究対象が膨大な範囲に広がる家計消費分析ではあるが、現在においても、

その中心は購買による家計消費支出行動にある。しかし、家計消費支出分析

の対象もまた広大である。私達は、買い物をする場合、どこの店にいくのだ

∗本講義ノートの作成に際しては原千秋氏から多くの貴重なコメントを頂いた。
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ろうか。各店には膨大な種類の商品・サービスが販売されているが、それらの

うち、何をいくらで購入するのだろうか。ミクロ経済学の入門書では、予算

制約線上で、限界代替率が価格比に等しい点で最適消費量が決定される。し

かし、現実には多くの商品は購入されず、コーナー解となる。また、多くの

場合、購入と消費のタイミングは異なる。例え生鮮食料品であっても、一週

間くらいのは冷蔵庫で保存可能なケースがほとんどであろう。実際には、商

品・サービスの実際の消費と購買のタイミングはどの程度ずれるのだろうか?
そうしたずれは、家計消費分析を考える場合、どのような問題を作るのだろ

うか?こう考えると、家計消費分析はかなり複雑なものになることがわかるだ
ろう。

次に、日々の購買行動から距離をとり、年単位の行動を考えると、海外旅

行などの大型のサービス消費、住宅や車などの耐久財・固定資産の購入、貯

蓄の運用方法、結婚・離婚、子供の教育、病気や事故のリスクと保険の購入、

人間ドックなどの医療サービスの購入、休日の余暇と区分される時間の配分、

親との同居の有無・・・。まさに無数の意思決定を行いながら、そして明日を、

一か月先を、10年先を考えながら、私達は今日を生きている。家計消費の経
済分析は、家計の意思決定に関する総合的な分析にならざるを得ないのであ

る。実際、20世紀初頭の消費関数論争以降、急速に拡大する家計レベルのミ
クロデータをもとに、家計消費研究は余暇時間配分、健康・医療、育児、所

得変動リスク等、多くの方向に分析対象を拡大していった。1980 年に出版
された Deaton, A. S. and J. Muellbauer (1980), Economics and consumer
Behavior, Cambridge University Press, New York.は今なお色あせない、そ
の当時の消費研究のほぼ全範囲を扱う大著であるが、現在の消費研究は彼ら

の教科書の範囲をはるかに超えて拡大している。特に、Time Use Surveyに
よる、細かい時間の使い方に関する統計データが整備され、ビッグデータと

も呼ばれる詳細な家計購買履歴、さらには携帯電話の異動履歴データは、物

理的な移動情報も加味した分析を可能にしており、家計消費分析の対象は、

今日、飛躍的に増加しているのである。

一方、今日の消費の理論研究の多くは、動学分析になっており、数学構造は

静学分析に比べて複雑になっている。動学化することで得られる情報は非常

に多いが、一方、動学モデルの技術的な問題のため、関数形などに強い仮定

を置くことが一般的となり、Deaton and Muellbauer (1980)が書かれた 1970
年代後半のミクロ計量分析で支配的であった、より一般的な、関数形に強い

仮定を課さない、より多くの財・サービスを含めた消費分析、という視点は

薄れてしまっている。分析対象の拡大と深化は確実に我々の知見を拡大し、

人々の行動原理関する理解を深めているが、一方、細分化し、かつ動学化と

いう方向が強調されることにより、70年代や 80年代に重視されていた一般
的な関数形への追求が、単に技術的な理由により影を潜め、特定の扱いやす

い関数形への依存が高まっていることは否定できない。
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今回の講義シリーズの目標は、1980年代に確立した、Almost Ideal Demand
System (AIDS)等の、関数形に強い仮定を課さない、ほぼすべての関数の近
似となる多数財の消費分析モデルから、近年の、不確実性下の余暇・貯蓄選

択に関する一連の研究について紹介し、その基本的な技術を身に着け応用す

ることである。現在の最先端、家計内在庫や余暇時間配分、ビッグデータの

活用など、最先端の家計消費分析に関しても極力触れるよう努力するが、こ

の辺りは急速に進化している分野でもあり、講義の後半で触れることにする。

最初の二回の講義ノートは、古典的な消費理論、特に静学分析において 1980
年代までに Stone, Deaton, Diewert達が確立した消費理論について議論する。
具体的には、膨大な種類のある商品の中から、どのようにして人々は普段の

消費財購入の意思決定を行っているのか、その分析手法について紹介してい

く。必然的に、その内容はマクロ動学分析ではなく、ミクロの消費理論が中

心となる。

2 需要関数の推計

ある商品に対する、特定の個人 (家計)の需要関数が存在し、下記のように
書けるとしよう。

qi = gi (p, y) ,

ただし、pは価格ベクトル、yはその個人の所得である。静学分析とし、さら

に所得と価格は所与と仮定しよう。私達の知る経済理論は、giにどのような

制約を課す、あるいは特長を生み出すだろうか?そして、私たちはその需要関
数をどのようにすれば推計できるだろうか?
需要関数の背後にある、効用関数最大化問題を考えてみよう。静学分析な

ので、効用関数が局所非飽和を満たすなら、所得は全て使い果たすことにな

るので、効用最大化は下記のように定式化される。

maxu (q)

s.t.

N∑
i=1

piqi = y

したがって、予算制約をみたすには、gi は

N∑
i=1

pigi (p, y) = y,

を満たさねばならない。予算制約は所得と価格に関して一次同次だがら、価

格と所得に正の定数 θを乗じても予算制約は変わらないはずである。したがっ

て、効用最大化問題は予算制約の定数倍をしてもしなくても変わらないため、

その解である需要関数もまた不変なはずである。したがって、

qi = gi (p, y) = gi (θp, θy) , for all θ > 0.
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次に、予算制約式に需要関数を代入したものは、所得と価格に関する恒等

式になるので、
N∑

i=1

pigi (p, y) ≡ y

したがって、価格 pk に関する偏微分をとると、

gk (p, y) +
N∑

i=1

pi
∂gi (p, y)

∂pk
= 0

N∑
i=1

pi
∂gi (p, y)

∂y
= 1

を得る。これを弾力性の形式に書き直すと、

pk

pk
gk +

N∑
i=1

gi

gi

pk

pk
pi

∂gi (p, y)
∂pk

= 0

pk

pk
gk +

N∑
i=1

εik
gi

pk
pi = 0

pk

y
gk +

N∑
i=1

εik
gi

y
pi = 0

ωk +
N∑

i=1

εikωi = 0,

ωk =
pkgk (p, y)

y
, εik =

pk

gi (p, y)
∂gi (p, y)

∂pk

ただし、ωk は k財への支出シェア、εik は k財の i価格の変化に対する価格

弾力性である。また、予算制約式の恒等式を所得に関して偏微分し、整理す

ると、

N∑
i=1

pi
∂gi (p, y)

∂y
= 1

N∑
i=1

pi
y

y

gi

gi

∂gi (p, y)
∂y

= 1

N∑
i=1

pi
gi

y
εiy = 1

N∑
i=1

ωiεiy = 1,

ただし、εy は i財の所得弾力性である。所得弾力性に関する制約式の意味を

考えてみよう。所得弾力性の支出シェアによる加重平均が 1、ということは、
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様々な財の平均的な所得弾力性が 1であることを示している。すなわち、あ
る財の所得弾力性が 1より大きければ、必然的に、少なくとも他の一つの財
の所得弾力性は 1よりも小さくなっている。以上を踏まえたうえで、需要関
数に戻ってみよう。

qi = gi (p, y)

この需要関数の定数項や各種パラメターを推計する際には、内点解を仮定

して、

ln qi = αi + εiy ln y +
N∑

k=1

εki ln pk + ei

とするのが最も単純かつ直感的であり、各種弾力性を線形回帰により容易に

得ることができて便利である。さて、N 財があるなら、これはN 個の需要関

数のシステム、すなわち連立方程式になり、推定するパラメータは定数項N

個、所得弾力性N 個に価格弾力性N × (N −1)×1/2の和、だけ存在する。十
分な数のサンプルサイズを確保できれば、この推計は今日のコンピューター

であれば決して難しくない。しかし、複数の異なる個人のデータ、クロスセ

クションデータを用いて上式を推計するときには、いくつか注意する必要が

ある。まず、上式は、所得、価格弾力性は一定であると仮定している。ある

財の所得弾力性が 1を超えていると仮定しよう。すると、所得が増加してい
くと、その財の所得弾力性は 1を超えているため、その財への支出シェアは
増加していく。そして、十分に所得が増加すると、その財への支出シェアは

1を超えることになる。すなわち、所得弾力性一定という仮定は、globalな
領域では明らかに誤りであり、あくまで局所的なケースにのみ正当化される

のである。上の需要関数は、ある消費、価格ベクトル、所得の局所的な対数

線形近似とみなすべきであり、globalな構造モデルではない。しかし、そう
であるなら、クロスセクションデータを用い、大金持ちから貧乏人までプー

ルしたデータを用いて局所線形近似の需要関数を推計することには問題があ

ることになる。また、価格弾力性に関して導出した、前述の制約に関しても

考慮されていないこともまた問題である。

第二に、ある特定の財、例えば i財の需要にのみ興味がある場合でも、推定

するパラメターの数はN + 2個存在する。それらのパラメターの中で、特に
価格弾力性について、なんらかの先験的な知識を反映させることが可能であ

るか否か考えてみよう。例えば、オレンジとミカンであれば、代替財である

から価格弾力性はマイナスになるだろうし、オレンジと新聞の価格であれば、

お互いはほぼ無関係であることが想定される。しかし、上の需要関数はマー

シャルの需要関数、すなわち補償需要ではないため、価格弾力性には代替効

果と所得効果の二つの効果が含まれてしまっている。二つの財の間の、選好

関係における「距離」が直接反映されず、所得弾力性を通じる効果が残って

しまう。そこで、スルツキー方程式を利用しよう。補償需要関数を hとする
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と、スルツキー方程式は

∂qi

∂pk
=

∂hi

∂pk
− qk

∂qi

∂y
.

これを弾力性で書き換えると、

pk

qi

∂qi

∂pk
=

pk

qi

∂hi

∂pk
− pk

qi
qk

∂qi

∂y

εki = ε∗ki − ωkεiy

ただし、ε∗ki は補償需要に関する価格弾力性であり、

ε∗ki =
pk

qi

∂hi

∂pk
.

需要関数に代入すると、

ln qi = αi + εiy ln y +
N∑

k=1

(ε∗ki − ωkεiy) ln pk + ei

= αi + εiy

(
ln y −

N∑
k=1

ωk ln pk

)
+

N∑
k=1

ε∗ki ln pk + ei

ここで、対数価格の支出シェアによる加重平均を物価指数 P とする、すな

わち、

lnP =
N∑

k=1

ωk ln pk,

とすると、

ln qi = αi + εiy ln
( y

P

)
+

N∑
k=1

ε∗ki ln pk + ei.

この式は、名目所得 yを物価水準 P で割ったもの、すなわち実質所得を含

んでいる。この実質所得は効用水準とみなすことが可能である。補償需要関

数に含まれる効用水準が実質所得として、名目所得を物価で割ることで得ら

れるのである。この式に出てくる価格弾力性は補償需要に関する弾力性であ

るから、対称性をみたし、かつ、所得効果を含まないため、代替性もしくは

補完性が弱い、距離の離れた商品間の弾力性はゼロと仮定することができる。

支出シェアは回帰分析を用いずに計算することができるため、物価指数 P は

容易に計算可能である。直感的には、所得弾力性を実質所得に対する弾力性

とすることで、価格効果を代替効果のみにすることが可能なのである。

3 数量から支出へ

補償需要の価格弾力性を含む需要関数は経済理論に即して結果を解釈する

ことが容易にできる点が魅力であるが、実際にミクロデータを用いて推計す
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る際には、財の数量の情報が必要になる。数量の情報は、えてして精度が低

くなるか、そもそも存在しないケースが多い。スーパーマーケットで販売さ

れている多くの生鮮食料品は、一山いくら、のような形で販売されているし、

鮪の刺身にしても、正確なグラムで量り売りしているところは少ない。現代

社会の複式簿記には数量の情報がなく、金銭情報のみである。家計簿でも、

購入額の情報はあっても、そこに何グラムの魚やニンジンが入っていたか記

録する人は少ないだろう。日本の総務省が行っている『家計調査』には数量

情報が含まれているが、残念ながらその対象はごく限られた商品のみであり

包括的なデータセットになっていない。数量情報が含まれるデータとして代

表的な Point of Sales (POS)データでも、生鮮食料品の数量は多くの場合含
まれていない。

数量の情報を真剣に考えていくと、家計消費の分析は極めて困難になる。

スーパーマーケットや住宅、車、雑誌、なんでも、商品単位となると非常に

細かく分類されている。パスタをとっても、メーカーによって、グラム数に

よって、太さによって異なる商品となる。厳密に数量を考えると、特定の商

品の数量となるが、小さなスーパーマーケットでも、取扱商品は数千種類に

上るだろう。ある特定の商品を、特定の個人が購入する確率は限りなくゼロ

に近くなってしまう。また、そのような商品の数量単位の家計別データは、

Homescanや Personalscanのような、スキャナーを用いたデータでもない限
り収集は極めて困難になるし、またスキャナーを用いる場合でも、スキャン

し忘れや、家計の他の構成員による購入等によりスキャンされない商品の購

買、すなわち欠損値の影響が残ってしまう。

異なる商品であるため、数量として合算することができなくても、支出あ

るいは売上高であれば容易に合算可能である。そして、もしも、同一ではな

くともよく似た商品への支出と、全く異なる財への支出が異なるメカニズム

で決定されていれば、個別商品の数量ではなく、集合財への支出額をモデル

化することはできないだろうか?ここで重要な役割を発揮するのが、効用関数
の分離可能性という仮定である。

4 分離可能性

Deaton and Muellbauer (1980)に従い、6財に依存する効用関数を考えて
みよう。すなわち、下記のような効用関数を考える。

u = v (q1, q2, q3, q4, q5, q6)

ここで、例えば、q1 はシリアル、q2 は肉、q3 は家賃、q4 は燃料、q5 はテ

レビ観戦、q6はスポーツ、としよう。これら六種類の商品は、さらに、食料、

住宅関連、余暇、という三種類のカテゴリーに分類できる。この時、消費者

が次のような二段階の消費決定をすると考えてみよう。まず、消費者は様々
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な商品の価格を観察する。肉、シリアル、家賃、燃料、それぞれの価格であ

る。第一段階では、自分の所得のうち、どれだけを三種類のカテゴリー、食

料、住宅関連、そして余暇に使うか、その割合を決定する。そして、第二段

階では、食料全体への支出額をもとに、肉とシリアルをそれぞれどの程度購

入するか決定する。肉とシリアルの消費量を決定する際には、住宅関連や余

暇のような、食料グループに属さない財・サービスの価格や総所得は考えな

い。あくまで、第一段階で決定した食料への支出予定総額と、各食料品の価

格をもとに最適な食料消費を決定するのである。

このような二段階の消費決定を可能にするのは、消費者の選好が弱分離可

能 (Weakly Separable)のときである。選好が弱分離可能の定義は色々あるが、
理解しやすいのは、効用関数が下記のように書くことが可能な時である。

u = v (q1, q2, q3, q4, q5, q6) = f [vF (q1, q2) , vS (q3, q4) , vE (q5, q6)] ,

ただし、f は単調増加関数であり、vI はグループ I に属する財への効用関数

である。vI は、さらに弱分離可能なようなサブグループに分けることで、三

段階以上の消費決定モデルにすることも可能である。この、選好の分離可能

性は、消費理論の根幹をなす仮定である。

食料消費を考えよう。もしも食料が他の財と弱分離可能であれば、食料へ

の支出総額は第一段階で決定される。その支出額を YF とすると、食料グルー

プに所属する財の数量は、食料に属する商品の価格ベクトル pF と YF に依存

する関数として書くことが可能である。次に、食料の中で、パスタが他の食

料から分離可能であれば、パスタへの総支出額がまず決定され、その総支出

額を所与にし、様々なパスタの購入数量が決定される。マーケティングの世

界では個別商品への需要が分析の主要課題であろうが、経済学の場合は、特

定のパスタブランドへの需要よりも、パスタというグループへの需要に関心

がある場合が多いだろう。パスタ、という商品グループを考え、それ以上の

分割はせずにパスタへの需要全体をモデルで定式化できればとても便利であ

る。ただし、パスタへの総支出額は、各パスタの商品単位の価格のベクトル

に依存してしまうことに注意が必要である。第一段階で、商品グループへの

支出額を決定する際には、他の商品グループも含む、「全て」の商品に関する

価格の情報が必要となっているのである。ここで、vI はホモセティック、す

なわち一次同次 (厳密には一次同次関数の単調増加変換)としよう。すると、
第一段階での支出額が決定された後は、各グループへの支出額とグループに

属する価格のみの関数として各需要関数を書くことが可能になる。それらの

需要関数を代入すると、間接効用関数は

u = f [vF (q1 (p1,p2, YF ) , q2 (p1,p2, YF )) , vS (・) , vE (q5 (p5, p6, YE) , q6 (p5, p6, YE))]

と書くことが可能である。

各グループで考えると、選好がホモセティックの時の支出関数は効用水準

に関して線形だったので、
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EF (p1, p2, uF ) = uF × EF (p1, p2, 1)

したがって、間接効用は

vF (p1, p2, YF ) =
YF

EF (p1, p2, 1)

この右辺は、グループ支出で基準化されたグルーブ価格の価格指数の逆数と

解釈可能である。支出関数の形状がわかれば、そこから各財価格を集計し、

あたかも一つの価格、すなわちグループ物価指数を作成することが可能にな

る。物価指数を

PF = EF (p1, p2, 1)

と定義し、数量指数を

QF = uF

と定義すると、当然ながら、

PF × QF = uF × EF (p1, p2, 1) = YF

となる。すなわち、効用関数が弱分離可能で、かつ、各グループの効用関数が

ホモセティックであれば、各グループへの集合財を考え、それに対応する物価

指数を作成し、あたかも、グループ全体を一つの財とみなした集合財に関す

る効用最大化問題として家計の最大化問題を定式化可能になる。無論、サブ

グループの効用関数がホモセティックであるというのは強い仮定であり、所得

が変化しても、各財の消費割合が不変、すなわち各財の所得弾力性が 1であ
る必要があるが、これは非常に強い仮定である。実際には、多くの研究では

ここまで細かく考えず、各グループ内の価格を同一と考え、グループ単位の

価格と各グループへの支出額を計算単位として考えることが多い。また、同

一グループに属するすべての財価格の変動が同じであれば、著しく分析を簡

素化できる。これは、後に、Composite Commodity Theoremの節で触れる。
選好の分離可能性は、マクロ経済学にとっても極めて重要である。異時点

間の消費や、余暇・消費の間は分離可能と仮定されることが非常に多い。分

離可能性の仮定がなければ、多くのマクロモデルはお手上げとなる。また、

多様な財・サービスへの需要関数を推計する場合でも、分離可能性は非常に

重要な役割を果たしており、この仮定なしに消費関数の推計は不可能に近い。

したがって、分離可能性が現実の消費者行動と整合的であるか否か、半世紀

にわたり、無数の実証分析が行われてきた。しかしながら、いまだ、効用が

食料やその他や、さらに細かい、肉と果物が弱分離可能か否かについて等、

基本的な性質について同意が得られているとは言えない状況にある。分離可

能性を所与とした研究は現在の消費研究、異時点間でもクロスセクションで

も、標準ではあるが、それを統計的に検証しようとすると、非常に難しいの

が現状であり、今日でも多くの研究がなされている。次に、分離可能性の実

証的な意味について考察してみよう。
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4.1 分離可能性の検証

選好が弱分離可能であるとき、需要関数にはどのような制約が課されるだ

ろうか?効用関数が異なる財グループGとH に関して弱分離可能と仮定しよ

う。i ∈ G, j ∈ H (G ̸= H)とする。すると、H に属するある財の価格 pj

の変化が Gに属する財の補償需要に対して与える影響は

sij =
∂qi

∂YG

∂YG

∂pj

∣∣∣∣
u=const

代替効果は対称だから、

sji =
∂qj

∂YH

∂YH

∂pi

∣∣∣∣
u=const

= sij

したがって、

∂qi

∂YG

∂YG

∂pj

∣∣∣∣
u=const

=
∂qj

∂YH

∂YH

∂pi

∣∣∣∣
u=const

∂YG

∂pj
/

∂qj

∂YH

∣∣∣∣
u=const

=
∂YH

∂pi
/

∂qi

∂YG

∣∣∣∣
u=const

この左辺は iに依存せず、右辺は jに依存していない1。したがって、両辺

とも iと j に依存していないことになる。それを λGH と書き、整理すると、

∂YG

∂pj

∣∣∣∣
u=const

= λGH
∂qj

∂YH

となる。総支出と各グループへの支出の関係に書き直すと、

sij =
∂qi

∂YG

∂YG

∂pj

∣∣∣∣
u=const

= λGH
∂qi

∂YG

∂qj

∂YH

= µGH
∂qi

∂Y

∂qj

∂Y

ただし、

µGH
∂YG

∂y

∂Y

∂y
= λGH

この関係は、効用関数の弱分離性の必要十分条件になっていることが知ら

れている (Gorman (1971))2。すなわち、二つの異なる財グループが弱分離し
1この Deaton and Muellbauer (1980) による証明方法には問題があるように思われる。こ

の定理の最初の証明は Goldman and Uzawa (1964) “A note on separability in demand
analysis,” Econometrica, 32, pp. 387-398. であるが、そこでは縁付きヘシアンを用いた、よ
り複雑な証明が行われている。

2W.M. Gorman (1971), ”Two Stage Budgeting,” unpublished paper, London School
of Economics, Dept. of Economics. だが、これは未刊行論文である。論文の中身は W. M.
Gorman, C. Blackorby, and A. F. Shorrocks ed. (1996)Separability and Aggregation: The
Collected Works of W. M. Gorman, Volume I Oxford Scholarship Online: November
2003 で読むことができる。
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ているかどうかは、片方の価格変化に対するもう一方の財の補償需要の代替

効果が同一財グループ内ですべて同じであり、所得効果を用いた公式で表す

ことが可能であるか否かを検証すればよいことになる。

ここで、需要関数の形状が、先に紹介したような

ln qi = αi + εiy ln
( y

P

)
+

N∑
k=1

ε∗ki ln pk + ei.

の形状をとっていると仮定しよう。すると、異なる財グループ間の代替効果

はこの式から容易に求めることが可能であり、代替効果の同一グループ内で

の同一性という係数制約に関する χ2検定を行えばよい3。さらに一般的な需

要関数のクラスを用い推計する研究もあり、現在でも食料支出の分析などで

頻繁に、パラメトリックな需要関数を特定した上で検証している研究は発表

されている。しかしながら、対数線形や二次関数で近似した需要関数は、あ

くまでも真の需要関数に対する局所的な近似であり、これをグローバルな需

要関数とみなすことには相当の無理がある。例えば、トランスログ等の多く

のパラメターを有する需要関数は局所的には、観察不能な真の需要関数のと

ても良い近似になっている。しかし、グローバルな視点からは非常に強い制

約を課した需要関数になっているのである。一方、大域的な需要関数の形状

を知るためには、非常に多くの観察値が必要になる。需要関数は価格と所得

の関数であり、その形状を知るには、理想的には、定義域に属するすべての

価格と所得に関する情報がなければならないが、そのようなデータはまず存

在しない4。

1983年にHal Varianが発表した論文5は、この分野のBreakthroughとなっ
た。Varian (1983)は顕示選好を用い、ノンパラメトリックに検証すること
を提案している。これは非常に重要な研究なので、スペースをとって紹介し

よう。

Varianの手法は、古典的な消費者理論に依拠している。まず、価格と消費に
関するデータがあると仮定する。この価格と消費のデータがどのような性質を

持つとき、それは、合理的な消費行動と整合的になるだろうか?この、データ
から選好関係を推測するアプローチとしては Samuelsonの顕示選好の弱公準
が有名であるが、それだと推移性を確保できない。弱公準に変わり、主要な役

割を演じるのは、Generalized Weak Axiom of Reveald Preference (GARP)
と呼ばれる公理である。

3Nayaga, R.M and O Capps (1994) “Tests on Weak Separability in DIssaggregated
Meat Products,” American Journal of Agricultural Economics, Vol. 76, No. 4. 800-808.
等

41970 年代半ばころまでの、分離可能性理論研究の到達点である Balckorby, C., D. Pri-
mont, and R.R. Russel (1978) Duality, Separability, ad Functional Structure: Theory
and Economic Applications, North Holland. は現在でも一読の価値はある。

5H.Varian (1983) “Non-Parametric Tests of Consumer Behaviour,” The Review of
Economic Studies, Vol. 50, No. 1. 99-110.

11



(px, x) (py, y) (pxi, xi) のような、観察された価格と消費量のベクトルのペ
アがあるとしよう。pxx ≥ pxy のとき、xRDy と書き、xは y よりも直接弱

顕示選好される、と定義する。

1.顕示選好の直接弱公準 : 、xRDy、かつ x ̸= y のとき、y が xよりも直

接弱顕示選好されることはない。

ある xの系列 (x1, x2, ..., xn)があり、xRDx1, x1R
Dx2, ..., xnRDyのとき、

xは yよりも弱顕示選好されるとし、xRyと書く。

2.顕示選好の強公準 : xRyが成立し、かつ、x ̸= yのとき、 yRxが成立し

ない。

顕示選好の強公準により選好関係に推移性が成立する。したがって、ある

消費と価格ベクトルが顕示選好の強公準を満たす場合、それは合理的な選好

関係の結果とみなすことが可能である。すなわち、顕示選好の強公準により、

合理的意思決定がされていることがわかる。

pxx > pxyのとき、xは yに厳密に顕示選好される、と定義する。

3.一般化顕示選好の公準 (GARP ) : xRy ならば、y が xよりも厳密に顕

示選好されることはない。

GARPの直観的な意味は効用関数を uとすると、u (x) ≥ u (y)と u (x) <

u (y) が同時に成立することはありえない、ということである。GARP は、
Afriat (1967)6による有名な定理で重要な役割を果たす。次の 3つの性質を考
えよう。

(1)データが GARPを満たす、
(2)連続、単調、凹性、局所非飽和を満たす効用関数が存在し、その最大化
行動として消費と価格ベクトルのデータを解釈可能である、

(3)観察された財と価格の組み合わせ (サンプルサイズ)がnであれば、Afriat
の不等式と呼ばれる下記の不等式をみたすような U i, λi (i = 1, 2, ..., n)が
存在する、

U i ≤ U j + λjpj (xi − xj) for i, j = 1, 2, ..., n.

Afriat の定理により、これら (1)-(3) は同値であることが知られている。
Afriatの不等式は、データが GARPを満たす場合、それは凹の効用関数最
適化問題から導出されものとみなすことが可能であることを示している。ま

た、λj は、Uj における効用最大化条件、をマルチプライヤーを用いて書く

とDu (xi) = λipiであることから、その意味は明らかであろう。証明は省く

が、GARPは、凹、連続、単調性、局所非飽和を満たす効用関数が存在する
ことと同値なのである。

さて、選好が xと zに関して弱分離可能なとき、効用関数は下記のように

書くことが可能である。

u (x, z) = h (x, v (z))
6S. Afriat (1967) “The Construction of a Utility Function from Expenditure Data,”

International Economic Review, 8. 67-77.
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私たちは、観察されたデータがこの形状の効用関数の最大化問題の解とみ

なすことが可能であるための必要十分条件を知りたい。

まず、観察されたデータ全体がGARPを満たさねばならないことは明らか
である。次に、v (z)という効用関数が存在するためには zに関してもGARP
が成立しなければならない。z に対応する価格を q と書くことにしよう。す

ると、u, h, vという三つの関数全てが凹であるためには、

u
(
xi, zi

) ≤ u
(
xj , zj

)
+ λjpj

(
xi − xj

)
+ λjqj

(
zi − zj

)
hi

(
xi, vi

) ≤ hi
(
xi, vj

)
+ λjpj

(
xi − xj

)
+ ρj

(
vi − vj

)
v (yi) ≤ v (yj) + µjqj

(
zi − zj

)
ところで、z に属する任意の財 z(l) について、観察値 j において微分をと

ると、

∂u

∂z(l)
= λjqj

∂u

∂z(l)
=

∂h

∂v

∂v

∂z(l)
= ρjµjq

j

したがって、

ρj =
λj

µj

これは、

h
(
xi, vi

) ≤ u
(
xi, vj

)
+ λjpj

(
xi − xj

)
+

λj

µj

(
vi − vj

)
を意味する。Varian (1983)は下記の三種類の性質が同値であることを証明し
ている。

(1)下記の Afriatの不等式をみたす U i, λi, V i, µi (i = 1, 2, ..., n)が存在
する、

U i ≤ U j + λjpj
(
xi − xj

)
+

λj

µj

(
V i − V j

)
V i ≤ V j + µjqj

(
zi − zj

)
for i, j = 1, 2, ..., n.

(2)
(
qi, zi

)
と

((
pi, 1/µi

)
,
(
xi, V i

))
は Afriat の不等式7をみたすような(

V i,µi
)
を適当に選択することで GARPをみたす、

(3)弱分離可能で、凹、単調、連続、局所非飽和をみたす効用関数が存在
し、その最適化行動の結果としてデータを再現可能である

この必要十分条件に基づいてデータが弱分離可能であるか検証するにはど

うすればよいだろうか?選択肢は (1)と (2)の二つである。まず、(1)を用い
7v (yi) ≤ v (yj) + µjqj

`
zi − zj

´
for i, j = 1, 2, ..., n.
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る手法を考えてみよう。データのサンプルサイズを nとする。その中から任

意の二つをもってきて、財ベクトル全体と、一部のサブセットに関してこの

2n(n − 1)個の Afriatの不等式をみたすよう U i, λi, V i, µi を見つける必要が

ある。次に (2)を考えよう。これは一つのサブ効用関数でまとめられる財グ
ループの消費ベクトル zi を一つの指数 V i でまとめ、1/µi を ̸ V i に対応す

る価格とみなし、グループ内で GARPを満たすかどうかを判定するもので
ある。具体的には、まず、全体の価格と数量のベクトルがGARPを満たすか
否か検証する。次に、v (z)の合理性の懸賞として、zとそれに対応する価格

がGARPを満たすか否かを検証する。問題は、v (z)を一つの数量とみなし、
xと v (z)の間の合理性を検証する所である。ここでは、数量指数 V iを効用

関数、1/µiを ̸ V iに対応する価格と考える。私達は、それらに関する先験的

情報を持たない。Varianが用意したアルゴリズムでは、ある適当な二つの指
数をとってきて、同一グループに属する商品の数量と価格に関して Afriatの
不等式をみたすことを確認したうえで、そのもとで、財グループ内でGARP
が成立するかどうか判定している。もしも適当にとった指数のもとでデータ

が zのグループ内、およびグループ財の数量と価格ベクトルを指数で表した

ものと他の財が GARPを満たしているのであれば、データは弱分離可能と
整合的である。しかしながら、ある指数の下で GARPをみたしていなくと
も、それは必ずしも弱分離可能性と矛盾しているとは言えない。採用した指

数が間違っている可能性があるためである。実際、Varianが開発したアルゴ
リズムでは、コブダグラス型の効用関数からシミュレートされたデータです

ら、弱分離可能性を棄却してしまうという指摘を Barnett and Choi (1989)
が行っている8。Fleissig and Whitney (2003)は、(2)ではなく、(1)を用い
ることを提案している。(1)を用いるためには、すべての財と価格のデータ
に関して、二つの不等式をみたすような

(
U i, λi, V i, µi

)
を見出さねばならな

い。Fleissig and Whitney (2003)は、物価・数量指数としてTörnqvist index
を用い、かつ、線形計画法を用いることで (1)の検証が可能であることを示
し、かつ、Varianのアルゴリズムよりも信頼性が高くなることを見出してい
る9。Hjerstrand (2009)は、弱分離可能性検証に関する様々なノンパラメト
リック検定の結果をまとめ、各手法の利点と問題点を整理している10。近年、

Cherchye et al. (2015)は、GARPの判定に Indicator Functionが使われて
おり、混合整数線形計画法 (Mixed Integer Linear Programming)の問題に変
換することが可能であることを指摘した。そして、Afiratの不等式を用いず
(すなわち凹性を仮定しない)に高弱分離可能性を検証する手法を開発し、大

8W. Barnett and S. Choi (1989) “A Monte Carlo Study of Tests of Blockwise Weak
Separability,” Journal of Business and Economic Statistics, Vol. 7, No. 3, 363-377.

9Fleissig, A., Whitney, G. A. (2003) “A new PC-based test for Varian’s weak separa-
bility condition,” Journal of Business and Economic Statistics 21, 133–145.

10Hjerstrand, P., (2009) Measurment Error: Consequences, Applications and Solu-
tions. Emerald Group Publishing Ltd, Ch. “A Monte Carlo Study of the Necessary and
Sufficient Conditions for Weak Separabillity,” pp. 151–182.
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幅に計算時間を短縮し、かつ精度の高いアルゴリズムのになるとしている11。

分離可能性の検証は消費行動の実証分析の基本でありながら、近年になり

ようやく実行可能かつ十分な検出力を有する統計分析手法が開発された状態

にある。この分析は急速に進展しており、面倒なGARP検定に関する便利な
Rのコードも提供されている12。例えば、日本では佐藤 (2021)が、乳製品の
Point of Salesデータ (POS)データを用いたノンパラメトリック検証を行い、
分離可能性を棄却する結果を得ている13。

4.2 Generalized Composite Commodity Theorem (GCCT):

Lewbel (1996)

弱分離可能性を仮定せずに、ある消費財グループを集合財としてみなす

ことを正当化する、古典的な理論が存在する。Hicks-Leontief の Composite
Commodity Theorem と呼ばれるものであり、ある財グループの価格の変動
が完全に連動していれば、そのような財は一つの集合財とみなすことが可能

である、というものである。もしも二つの財の価格の変動が完全に連動して

おり、価格変化率が一致しているなら、それらの財の価格は初期の相対価格

がそのまま維持されることになる。初期の相対価格は固定されているからパ

ラメターとみなすことができる。すると、時系列データを用いた消費分析を

行う場合、共通の財価格の変化率を価格の代理変数として用い、初期の相対

価格をパラメターとみなすことで失う情報は何もない。もっとも、グループ

に属するすべての価格が完全に比例している、という仮定は非常に強く、簡

単に棄却されてしまう。

この、極端に非現実的と考えられていた定理は、Lewbel (1996)により再
び注目されることになる14。 Lewbel (1996)により一般化され、より現実的
となった、Generalized Composite Commodity Theorem (GCCT)を紹介し
よう。

pi : i財の価格、PI : I グループの財価格の価格指数、とし、

ri = ln pi, RI = lnPI

ρi = ln (pi/Pi) = ri − RI

すなわち、相対価格とする。また、r, ρ, Rをベクトルとする。また、i財価

11Laurens Cherchye, Thomas Demuynck, Bram De Rock (2015) “Revealed preference
tests for weak separability: An integer programming approach,” Journal of Econometrics,
Volume 186, Issue 1, 2015, Pages 129-141, ISSN 0304-4076.

12Julien Boelaert によるコードは下記のリンクで入手可能である。
https://cran.r-project.org/web/packages/revealedPrefs/revealedPrefs.pdf
13佐藤秀保 (2021) 「乳製品需要の財集計に関する研究－ POS データを用いた弱分
離可能性のノンパラメトリック検定－ 」『フードシステム研究』第 27 巻 4 号 p.220-
225.10.5874/jfsr.27.4 220

14Lewbel, A. (1996). “Aggregation Without Separability: A General-ized Composite
Commodity Theorem.” The American Economic Review 86(3): 524-543.
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格の支出シェアは、 zを支出総額とすると、

wi = gi (r,z) + ei

と書けるとしよう。ただし、g (r,z)は通常のマーシャルの需要関数から得られる
i財の支出シェアであり、それに誤差項が付加されている。また、E (ei|r,z) =
0、すなわち、誤差項の平均はゼロとする。ここで、Lewbel (1996)は、需要
関数が合理的な意思決定の下で生成されており、かつ、ρがR, zから独立で

あると仮定する。Hicksの定理では、ρは一定と仮定されていたが、ここでは

ρは一定である必要はなく、支出総額や一般物価から独立であると仮定され

ている。そこで、集合財需要を下記のように作成する。

G∗
I (r,z) =

∑
i∈I

gi (r,z)

と定義する。すなわち、財グループに関する支出シェアの和である。ここで、

R∗ = r − ρ

と定義し、さらに、財グループの支出シェアの平均値、

GI (R, z) =
∫

G∗
I (R∗ + ρ,z) dF (ρ)

と定義する。すると、GI (R, z) は、グループを足し合わせる、すなわち、
I = 1, 2, 3..,M を全て足し合わせると 1になり、価格と所得に関するゼロ次
同次性をみたす。さらに、異なる財グループ、Iと J の間で、支出総額が変化

したときの、I 財への支出シェアの変化と J 財の支出シェアとの共分散、す

なわち、

HIJ = Cov

[
∂G∗

I (R∗ + ρ,z)
∂z

, G∗
J (R∗ + ρ,z) |R, z

]
とし、HIJ を IJ 成分とする正方行列をH とする。すると、H が対称行列で

あることと、GI (R, z)がスルツキーの対称性を満たすこと、は同値となる。
この意味することは、グループ内の相対価格の変動がランダムであり、物

価水準や所得と相関がない限り、グループへの総消費を一つの集合財とみな

すことが可能である、ということである。これは非常に魅力的な理論であり、

農業経済学、資源経済学等、様々な応用分野において近年頻繁に用いられて

いる15。

このGCCTが成立するか否かは、「ρがR, zから独立である」か否かにか

かっている。これを検証するには、グループに属する財の、グループ全体の

物価の動きからのかい離が、そのグループ全体の価格指数及び他の財グルー
15Lee L. Schulz & Ted C. Schroeder & Tian Xia, (2012) “Studying composite demand

using scanner data: the case of ground beef in the US,” Agricultural Economics, vol.
43, pages 49-57, 等。
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プの価格指数と直交していることを示す必要がある。これは回帰分析で検証

することが可能である。ただし、財価格にトレンドある場合、相対価格と一

般物価の独立性の検定には注意が必要である16。また、 Sarmiento and Just
(2006)は、相対価格が物価指数と独立の時、物価指数の公式に強い制約がか
かり、一般に用いられる物価指数と齟齬が出てくることを指摘している17。

財と物価指数の相対価格が物価指数と直交しているかどうか、例えばインフ

レ率が高い時に、他の財よりも値上がりしそうな、あるいは値下がりしそう

な商品があるかどうか、が問われるわけであるが、私には、多くの研究はサ

ンプルサイズの小さい時系列データで分析されており、大量のミクロの価格

データで検証するとGCCTが成立するかどうかは自明ではないと思われる。
なお、日本の乳製品に関する POSデータを用いた佐藤 (2019)は、GCCTは
棄却している18。

4.3 加法分離可能性の検証

弱分離可能性をさらに強化した、加法分離可能性もミクロ・マクロの分析

では頻繁に用いられる。選好がグループ間で加法分離であるとき、効用関数

は単調増加変換 f によって、下記のような形で表現可能である。

f (u (x1, x2, y3, y4)) = u (x1, x2) + v (y3, y4)

= u (x) + v (y)

弱分離可能性と異なり、各財からの限界効用は他の財グループの消費水準

から独立となる。

加法分離可能性は、異時点間の消費決定、余暇消費選択、および状態依存

型財の状態間の選好を表現する期待効用関数の基礎として、非常に重要な役

割を演じており、この仮定がどの程度現実を反映しているのか、検証するこ

とは極めて重要である。

加法分離可能な選好は弱分離可能でもあるので、異なるグループ G,H 間

の代替効果に関しては下記が成立する。

sij =
∂qi

∂yG

∂yG

∂pj

∣∣∣∣
u=const

= µGH
∂qi

∂y

∂qj

∂y
.

ここで、加法分離可能な場合は、グループ間の代替効果はすべて同一にな

16Davis, G. C. (2003) “The generalized composite commodity theorem: stronger sup-
port in the presence of data limitations,” Review of Economics and Statistics, 85 , 476–80.

17Camilo Sarmiento & Richard Just, (2006) “A note on commodity price aggregation
bias without separability,” Applied Economics Letters, vol. 13(6), pages 365-368.

18佐藤秀保（2019）「一般化合成財定理の検証－乳製品 POSデータを用いた計量経済分析－」
『農業経済研究』91(3)：368-373．10.11472/nokei.91.368
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るため、µGH はグループに依存せず

sij =
∂qi

∂yG

∂yG

∂pj

∣∣∣∣
u=const

= µ
∂qi

∂y

∂qj

∂y

となる。これは非常に強い制約である。また、所得効果に関しても強い制約

が課される。各サブ効用関数の中の消費財が一種類であり、かつ効用関数の

二回微分が負であると仮定する。効用最大化の一階条件から

∂u
(
xi

)
∂xj

= λipi
j

∂v
(
yi

)
∂yj

= λiqi
j

したがって、

qi
j

∂u
(
xi

)
∂xj

= pi
j

∂v
(
yi

)
∂yj

上式の消費量に通常の需要関数を代入し、所得mに関して微分すると、

qi
j

∂2u
(
xi

)
∂x2

j

∂xj

∂m
= pi

j

∂2v
(
yi

)
∂y2

j

∂yj

∂m

二回微分が負であるため、もしも xj の所得効果が負であれば、自動的に yj

の所得効果も負になる。これは任意のグループ間で成立するため、すべての

財の所得効果は同一の符合となる。ところで、以前にみたように、予算制約

より、
N∑

i=1

ωiεim = 1

すなわち、所得効果の加重平均は常に 1でなければならない。これは、所得
効果がすべて同一の符合である場合、それは負にはなりえない、すなわち、

すべての財は正常財であることを意味する。

また、改めて加法分離可能な場合の効用最大化行動の一階条件、

∂u
(
xi

)
∂xj

= λipi
j

∂v
(
yi

)
∂yj

= λiqi
j ,

をみると、加法分離可能性の仮定により、マルチプライヤーが二式で同じに

なっている。弱分離可能性の時と同様に、Afriatの不等式を考えると、

ui ≤ uj + λjpj
(
xi − xj

)
vi ≤ vj + µjqj

(
yi − yj

)
λj = µj
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となる。Varian (1983)は、
(1) 二つの凹、連続、単調な効用関数の和によりデータを効用最大化行動

の結果として解釈可能である、と、(2)下記の二つの不等式をみたすような
U j , λj , V j ,のセットが存在する、

U i ≤ U j + λjpj
(
xi − xj

)
V i ≤ V j + λjqj

(
yi − yj

)
の二つが同値であることを証明している。残念ながら、弱分離可能性の定

理における GARPを用いた同値性については知られておらず、したがって、
Varian(1983)のアルゴリズムは用いることができない。しかし、この Afriat
のアルゴリズムを用いることで加法分離可能性の検証は可能である。Jones
and Stracca (2008)は、線形計画法を用い、λj と µj を異なるものとして推

計し、 ∑
j

(
λj − µj

µj

)2

をゼロにすることが可能か否かで、加法分離可能性の検証が可能であること

を示している19。

動学モデルにおける加法分離可能性はマクロ経済学において非常に重要な

意味を有している。これは動学モデルを議論するときに改めて触れることに

する。

5 まとめ

本講義ノートでは、需要関数を推計する際に重要な役割を果たす選好関係

への制約、すなわち効用関数の構造に関して説明し、その統計的分析に関す

る近年の研究の進展をまとめた。これは近年の、いわゆるビッグデータ解析

の流行、および計算能力の向上により、研究が増加しており、日本において

も POSデータを用いたノンパラメトリック推計も登場している。伝統的なパ
ラメトリックモデルを用いた検証もまた存在するが、対数線形近似等の局所

的な近似式を用い、分離可能性という大域的な性質の検証を行った場合、分

離可能性よりもさらに強い仮説の検定になってしまう可能性があり (代替の弾
力性や所得弾力性等が一定等)、信頼できる結果になるとは限らない。一方、
分離可能性の仮定が成立しない場合、需要関数の推計は非常に困難となる。

分離可能性、特に弱分離可能性が成立しない場合、人々の需要関数の構造は

複雑となる。例えば余暇と消費財購入、サービス消費と財消費の関係、外食

と余暇等の間に分離可能性がない場合、人々の余暇の機会費用の変化は、各

19Jones, Barry E. & Stracca, Livio, (2006) “Are money and consumption additively
separable in the euro area? A non-parametric approach,” Working Paper Series 704,
European Central Bank.
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財の代替効果に複雑な影響を与えうる。特にサービス需要と財消費、および

余暇消費の間の分離可能性については、真剣に検証する価値のあるものと考

えられる。
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